
宮崎県地震減災計画における取組の進捗状況 Ｈ２３．６月現在

Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度 Ｈ２２年度 ５ヵ年累計

地震に関するセミナー、講演会の開催 年間３回 Ｈ２７年度末（１０ヵ年） ２回約800名 ２回約1,200名 １回約400名 １回約500名 ０回 － 危機管理局

県民防災教室の開催 年間２０回〔1,000人〕 Ｈ２７年度末（１０ヵ年） ２１回約1,400名 ４８回約3,200名 ６０回4,146名 ９８回7,082名 ５５回4,267名 － 危機管理局

自主防災組織等への防災士、防災リーダーの派遣 年間１０回 Ｈ２７年度末（１０ヵ年） ０回 １２回 ２１回 １０回 ３５回 － 危機管理局

地震・津波ハザードマップの作成支援 全市町村 Ｈ２７年度末（１０ヵ年） ２市町 ５市町 ０市町 ２市町 ０市町
（１市町Ｈ２３．５作成済）

９市町 危機管理局

モデル校における防災教育プログラムの実践・検証
小・中学校
年間各７校

Ｈ２７年度末（１０ヵ年） ０校 １８校 １４校 １８校 ０校 －
教育庁
学校政策課

教職員を対象とした防災研修会の実施 年間３回 Ｈ２７年度末（１０ヵ年） １回 １回 １回 １回 １回 －
教育庁
学校政策課

自主防災組織の組織率 ８０％ Ｈ２７年度末（１０ヵ年） ５７．９％ ５９．８％ ６２．５％ ６３．５％ －
（Ｈ２３．８とりまとめ）

－ 危機管理局

自主防災組織の訓練 全市町村 Ｈ２７年度末（１０ヵ年） １７市町村 １８市町村 １５市町村 ２７市町村 １９市町村 － 危機管理局

自主防災組織のリーダー育成 １，０００名 Ｈ２７年度末（１０ヵ年） １５４名 １７０名 ２８４名 １８３名 １３８名 ９２９名 危機管理局

防災士ネットワーク加入者数 ３００名 Ｈ２７年度末（１０ヵ年） ０名 ３９名 ７５名 ９３名 １８３名 － 危機管理局

防災士の育成 １００名 Ｈ２７年度末（１０ヵ年） １０名 １５名 ７８名 １０４名 ７６名 ２８３名 危機管理局

防災資機材の整備支援 ５０団体 Ｈ２７年度末（１０ヵ年） ５３団体 ２１団体 ４３団体 ５５団体 ４１団体 ２１３団体 危機管理局

災害時要援護者避難支援プランの策定 全市町村 Ｈ２７年度末（１０ヵ年） ０市町村 ０市町村 ３市町村 ９市町村 ６市町村 １８市町村 危機管理局

災害時要援護者に係る避難訓練の実施 全市町村 Ｈ２７年度末（１０ヵ年） １市町村 １市町村 ７市町村 ８市町村 ８市町村 － 危機管理局

東南海・南海地震防災対策計画の作成 １００％ Ｈ２７年度末（１０ヵ年） ６３．３％ ６７．５％ ６８．４％ ９３．８％ －
（Ｈ２３．８とりまとめ）

－ 危機管理局

事業継続計画の作成促進 １００事業所 Ｈ２７年度末（１０ヵ年） － － － － －
（Ｈ２３とりまとめ予定）

－ 危機管理局

住宅の耐震
化の促進

木造住宅の耐震化の促進 ９０％ Ｈ２７年度末（１０ヵ年） ７１．９％
（５年毎統計調査より）

－
県土整備部
建築住宅課

県有施設の耐震化の推進
特定建築物１００％
上記以外９０％

Ｈ２７年度末（１０ヵ年）
特定建築物８８．９％
上記以外８８．６％

特定建築物９０．５％
上記以外８９．９％

特定建築物９３．５％
上記以外９０．８％

特定建築物９３．６％
上記以外９１．２％

特定建築物９５．２％
上記以外９３．１％

－
県土整備部
建築住宅課

特定建築物の耐震化の指導等 ９０％ Ｈ２７年度末（１０ヵ年） ８０．３％ ８２．４％ ８４．８％ ８６．９％ ８８．０％ －
県土整備部
建築住宅課
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Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度 Ｈ２２年度 ５ヵ年累計

重点密集市街地の解消 進捗率１００％ Ｈ２２年度末（５ヵ年） ７７．０％ ８０．５％ ８５．１％ ９６．０％ ９９．３％ －
県土整備部
建築住宅課

区画整理事業の促進 ５７５ha整備 Ｈ３５年度末（１８ヵ年）
２１ha
（Ｈ１７年度末迄：２８７ha）

１９ha ２１ha １４ha １８ha
９３ha
（Ｈ１７年度末迄を含む：３８０ha）

県土整備部
都市計画課

電線類地中化の促進 ６．８km Ｈ２２年度末（５ヵ年） ２．９０ｋｍ １．７０ｋｍ ２．２２ｋｍ ０．２６ｋｍ ０ｋｍ ７．０８ｋｍ
県土整備部
都市計画課
道路保全課

避難地から５００ｍ圏域内の避難路の整備推進 ４．７km Ｈ２２年度末（５ヵ年） ０．１２ｋｍ ０．５９ｋｍ ０．４２ｋｍ １．６９ｋｍ ０．９９ｋｍ ３．８１ｋｍ
県土整備部
都市計画課
道路保全課

緊急輸送道路の未改良箇所の整備推進 ３７km Ｈ２２年度末（５ヵ年） １０．４ｋｍ ５．４ｋｍ ６．１ｋｍ ５．５ｋｍ ６．９ｋｍ ３４．２ｋｍ
県土整備部
道路建設課

優先確保ルートの橋梁耐震化の早期完成 １４橋 Ｈ１９年度末（２ヵ年） １０橋 ４橋 整備完了 １４橋
県土整備部
道路保全課

７７橋 Ｈ２７年度末（１０ヵ年） １０橋 ４橋 １８橋 ９橋 １９橋 ６０橋

５２橋 Ｈ２２年度末（５ヵ年） １０橋 ４橋 １８橋 ９橋 １９橋 ６０橋

１８２箇所 Ｈ２７年度末（１０ヵ年） １２箇所 ５箇所 ３箇所 ４１箇所 ３１箇所 ９２箇所

８２箇所 Ｈ２２年度末（５ヵ年） １２箇所 ５箇所 ３箇所 ４１箇所 ３１箇所 ９２箇所

漁港海岸における陸閘の整備 ３８箇所 Ｈ２２年度末（５ヵ年） ２箇所 １９箇所 ５箇所 １０箇所 ０箇所 ３６箇所
農政水産部
漁村振興課

輸送拠点となる港湾における耐震強化岸壁の整備 ２箇所 Ｈ２２年度末（５ヵ年） ０箇所 １箇所 ０箇所 ０箇所 ０箇所 １箇所
県土整備部
港湾課

輸送拠点となる漁港における耐震強化岸壁の整備 １箇所 Ｈ２２年度末（５ヵ年） ０箇所 １箇所 ０箇所 ０箇所 ０箇所 １箇所
農政水産部
漁村振興課

県央・県南・県北沿岸部における地域防災拠点の整備 １施設 Ｈ２２年度末（５ヵ年） ０施設 ０施設 ０施設 ０施設 ０施設 ０施設 危機管理局

土砂災害警戒区域の指定 ４，０００箇所 Ｈ２７年度末（１０ヵ年） １５３箇所 ６１０箇所 ２８６箇所 ３１６箇所 ２７１箇所 １，６３６箇所
県土整備部
砂防課

３５箇所 Ｈ２７年度末（１０ヵ年） ４箇所 ０箇所 １箇所 ３箇所 ６箇所 １４箇所

１６箇所 Ｈ２２年度末（５ヵ年） ４箇所 ０箇所 １箇所 ３箇所 ６箇所 １４箇所

１０箇所 Ｈ２７年度末（１０ヵ年） ０箇所 ０箇所 ２箇所 １箇所 １箇所 ４箇所

５箇所 Ｈ２２年度末（５ヵ年） ０箇所 ０箇所 ２箇所 １箇所 １箇所 ４箇所

１２０箇所 Ｈ２７年度末（１０ヵ年） １１箇所 １３箇所 ６箇所 ９箇所 １３箇所 ５２箇所

７１箇所 Ｈ２２年度末（５ヵ年） １１箇所 １３箇所 ６箇所 ９箇所 １３箇所 ５２箇所

津波避難意
識の向上

地域防災協議会の設置 沿岸全市町村 Ｈ２７年度末（１０ヵ年） ６市町 ０市町 ０市町 ０市町 ０市町 ６市町
農政水産部
漁村振興課
危機管理局

宮崎県防災・防犯メールへの加入促進 20,000人 Ｈ２７年度末（１０ヵ年） ５，５４９人 ９，２２９人 １３，６１５人 １７，０８３人 ２０，２６４人 ２０，２６４人 危機管理局

Ｊアラートの整備 沿岸全市町 Ｈ２７年度末（１０ヵ年） ０市町 ０市町 ２市町 ３市町 ４市町 ９市町 危機管理局

津波ハザードマップの作成 沿岸全市町 Ｈ２７年度末（１０ヵ年） ２市町 ５市町 ０市町 ２市町 ０市町
（１市町Ｈ２３．５作成済）

９市町 危機管理局

津波避難訓練の実施 沿岸全市町 Ｈ２７年度末（１０ヵ年） ８市町 ６市町 ７市町 ６市町 ４市町 － 危機管理局

ＤＭＡＴ運用計画の作成
県版ＤＭＡＴ運用
計画の作成

Ｈ２７年度末（１０ヵ年） なし なし なし なし なし
（Ｈ２３当初に作成予定）

－
福祉保健部
医療薬務課

ＤＭＡＴ指定医療機関の登録・協定締結 ３機関 Ｈ２７年度末（１０ヵ年） なし（機関数３） なし（機関数４） なし（機関数５） なし（機関数５） なし（機関数６） －
福祉保健部
医療薬務課

医療救護活
動の向上

トリアージを組み入れた救護訓練の実施 20回（累計） Ｈ２７年度末（１０ヵ年） ２回 ２回 ２回 ２回 １回 ９回
福祉保健部
医療薬務課

県防災訓練の実施 年間１回 Ｈ２７年度末（１０ヵ年） １回 １回 １回 １回 ０回 － 危機管理局

市町村における防災訓練の実施 全市町村 Ｈ２７年度末（１０ヵ年） １０市町村 １０市町村 １６市町村 １８市町村 １２市町村 － 危機管理局

市町村における図上訓練の実施 全市町村 Ｈ２７年度末（１０ヵ年） １市町村 ０市町村 ９市町村 ７市町村 ３市町村 － 危機管理局

達成時期 担当部局
進 捗 状 況

施策 分野 具体的な取組内容 数値目標

急傾斜地崩壊危険箇所の整備
県土整備部
砂防課

緊急輸送道路の橋梁の耐震化推進
県土整備部
道路保全課

緊急輸送道路の危険箇所の整備推進
県土整備部
道路保全課

土石流危険渓流の整備
県土整備部
砂防課

地すべり危険箇所の整備
県土整備部
砂防課

津波対策
の推進

被災者の
救助・救
命対策

県・市町
村の防災
体制の充
実

安全・安心
な生活環境
の確保・充
実

防災訓練・
図上訓練の
実施

ＤＭＡＴ体制
の整備

津波からの
避難体制の
充実

津波情報の
的確な伝達

外
部
空
間
に
お
け
る
安
全
確
保
対
策
の
充
実

土砂災害対
策の充実


